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編集方針 
本データブックは「NTT グループ CSR 重点活動項目」を軸に構成し、「ESG」を重視する投資家の方をはじめとするス

テークホルダーの皆さまにわかりやすく、かつ包括的にご報告しています。可能な限り NTT グループ全体の状況を報告す

ることとしていますが、一部に限定される場合にはそのデータがどの範囲をカバーしているか明記しています。 

なお、NTT（以下、適宜「当社」という）の事業戦略や各セグメントの事業活動についての詳細情報は、「アニュアルレ

ポート 2020」をご参照ください。また、NTT グループ各社のサステナビリティ／CSR に関わる取り組み状況と実績は、

各社が発行するサステナビリティレポート／CSR 報告書などをご参照ください。 

 

対象期間 2019 年 4 月 1 日～2020 年 3 月 31 日 

※一部内容に 2020 年 4 月以降の活動と将来の見通しを含みます。 

発行時期 2020 年 9 月 30 日（前回：2019 年 9 月、次回：2021 年 9 月予定） 

掲載内容の決定プロセス 

 

代表取締役副社長を委員長とする CSR 委員会にて 2019 年 3 月にサステナビリティレポー

トの年度基本方針を議論したのち、責任規程により権限委譲されている研究企画部門長が

環境領域について、また総務部門長が環境以外の領域について確認・承認した上でサステ

ナビリティレポートの掲載内容を決定しています。 

参照ガイドライン GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード 2016/2018/2019」 

 環境省「環境報告ガイドライン 2018 年版」 

 ISO26000（社会的責任に関する手引） 

凡例 • 「日本電信電話株式会社」は「NTT」、「東日本電信電話株式会社」は「NTT 東日本」、「西

日本電信電話株式会社」は「NTT 西日本」とそれぞれ表記します。NTT グループ各社の

「NTT」は、登記上の表記は「エヌ・ティ・ティ」となる会社もありますが、原則として

「NTT」を用います。NTT グループ各社の名称については株式会社の表記を原則省略し

ます。 

• 数表等における数値は、四捨五入もしくは切り捨てしているため、合計値は必ずしも一

致しないことがあります。 

• 記載されている会社名、製品名、サービス名は各社の登録商標または商標です。 

第三者保証 CSR 重点活動項目のうち、「安心・安全なコミュニケーション」「チーム NTT のコミュニケ

ーション」の 2019 年度実績の各指標ならびに、「人と地球のコミュニケーション」2019 年

度実績のうち CO2 排出量（スコープ 1、スコープ 2、スコープ 3）、廃棄物排出量、取水量

（上水）の各指標について、株式会社サステナビリティ会計事務所による保証を実施しま

した（P106 参照）。 

 

 

 

  

NTT グループの新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行への対応について 

感染症の世界的な流行拡大への対応にあたり、NTT グループはさまざまな施策を通じて、お客さま、パートナ

ーの皆さま、従業員を含む全ての関係者の健康と安全の確保、人々の生活や企業の活動にとって重要な情報通信

サービスの安定的な利用の確保に努めています。 

4 つのコミュニケーションにおける感染症への取り組みは、本レポートにそれぞれ掲載しています。 

感染症に関するグループ全体の取り組みの方針や概要については、「サステナビリティレポート 2020 Vision & 

Action Book」をご覧ください。 

💻 https://www.ntt.co.jp/csr/report.html 

https://www.ntt.co.jp/csr/report.html
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バウンダリー 

NTT グループ全体を対象としています。一部、以下の対象範囲にて情報を開示しています。 

 

［A］ 主要会社：8 社 

NTT、NTT 東日本、NTT 西日本、NTT コ

ミュニケーションズ、NTT ドコモ、NTT デ

ータ、NTT ファシリティーズ、NTT コム

ウェア 

［B］ 国内グループ会社：276 社 

［C］ 国内外グループ会社：979 社 

［D］ 主要会社＋事業分担会社 

＜事業分担会社：18 社＞ 

NTT 東日本グループ 6 社（NTT 東日本－

北海道、NTT 東日本－東北、NTT 東日本

－関信越、NTT 東日本－南関東、 

NTT 東日本サービス、NTT エムイー） 

NTT 西日本グループ 5 社（NTT ネオメイ

ト、NTT マーケティングアクト、NTT ビ

ジネスソリューションズ、NTT フィールド

テクノ、NTT ビジネスアソシエ西日本） 

NTT ファシリティーズグループ 7 社（NTT

ファシリティーズ中央、NTT ファシリティ

ーズ北海道、NTT ファシリティーズ東北、

NTT ファシリティーズ東海、NTT ファシ

リティーズ関西、NTT ファシリティーズ中

国、NTT ファシリティーズ九州） 

［E］ NTT グループにおける「女性管理者倍増

計画」の対象会社  

＜[D]＋以下企業：39 社＞ 

NTT 都市開発、NTT ファイナンス、NTT

ビジネスアソシエ、NTT ビジネスアソシエ

東日本、NTT エレクトロニクス、NTT ア

ドバンステクノロジ、NTT ロジスコ、NTT

アド、NTT テクノクロス、情報通信総合研

究所、NTT ラーニングシステムズ、NTT ト

ラベルサービス、NTT クラルティ 

 

 

 

 

 

 

※ 環境パフォーマンスデータの集計範囲はとくに記載のない場合は日本国内を対象としています。 

 

 

 


